
第 1 部 総 説



第 1 章 本県における環境の概要

1 自 然環境

本県の 自然は ま だ豊かで優れた部分を多 く 残 してい る 。 本県では 、 地勢や立地条件の制約な どに よ

り 、 従来、 主た る経済基盤を農業において き たため 、 幸い に 自然環境の破壊は さ して被 らず今 日 に至っ

てい る 。 したが っ て 、 山林地域はい う に及ばず、 市街地周辺において も緑が広が り 優れた社叢や森

林が多数残存 してい る 。 こ の こ と は 、 市街地、 農耕地等の県土に占め る 比率26 . 1%に対 し 、 森林、 原

野の 占有率は73 . 9%に及ぶ こ と をみて も よ く 分か る 。

ま た 、 海域において も 、 約128 キ ロ メ ー ト ルの海岸線の う ち 、 人為の加わ ら な い 自 然海岸は 、 50 . 8

%に及び 、 水質面を見て も 、 海域環境基準A類型を達 して い る な ど 、 優れた 自然環境が保たれてい る 。

2 大気汚染

く叢 大気汚染原因物質の う ち 、 現在、 二酸化いお う 、 一酸化炭素、 浮遊粒子状物質、 二酸化窒素、 光化

学オ キ シ ダ ン ト の 5 物質について環境基準が定め ら れてい る が 、 県が実施 してい る大気汚染物質常時

洩 監視測定結果では 、 経年的にみて 、 “ま ば環境基準を達成 して お り 、 本県の大気は清浄であ る と い え る 。

一方、 自 動車排出ガス については 、 毎年状況凋査を行 っ てい る が 、 現時点では問題にな る ほ どの汚

染濃度には至 っ てい な い 。

義 3 公共用水域の水質
公共用水域の水質の現状は、 下。己の と お り であ る 。

[健康項 目 カ ド ウ ム 、 全 シ ア ン 、 鉛、 六価 ク ロ ム 、 砒素、 総水銀、 ア ルキ ル水銀、 P C B ト

リ ク ロ ロ エ チ レ ン 、 テ ト ラ ク ロ ロ エ チ レ ソ 、 四塩化炭素、 ジ ク ロ ロ メ タ ン 、 1 , 2- ジ ク ロ ロ エ タ ソ 、 1 ,

1 , 1 - ト リ ク ロ ロ エ タ ソ 、 1 , 1 , 2 - ト リ ク ロ ロ エ タ ン 、 1 , 1 - ジ ク ロ ロ エ チ レ ン 、 シ ス ー 1 , 2- ジ ク ロ ロ

エ チ レ ン 、 1 , 3ー ジ ク ロ ロ プ ロ ペ ン 、 チ ウ フ ム 、 シ マ ジ ソ 、 チ オ ベ ン カ ル ブ 、 ベ ン ゼ ン 、 セ レ ン ]

県下の千代川等38河川 、 湖山池等 4 湖沼 、 美保湾及び 日 本海沿岸の 2 海域の水質澗査結果では、

すべて環境基準に適合 してい る 。

[生活環境項 目 B O D (生物化学的酸素要求量) 、 C O D (化学的酸素要求量) 等]

一級河川 ･ ･千代川 、 天神川 、 日 野川 の環境基準地点については 、 下流部は環境基準類型AA~A 、 上

流部は環境基準類型AA~A に相当 し 、 千代川上流部 天神川上流部を除 き 、 環境基準に

適合 してい る 。

二級河川 ･ ･ B O D についてみ る と 、 類型AA~E に相当 してお り 一部の河川 を除 き おおむね清浄な

水質であ る 。

都市河川 . . B O D についてみ る と 、 旧袋川 (河川類型A~B 相当) 、 玉川 (河川類型AA~E よ り 悪

い相当) 及び旧加茂川 (河川類型C相当) は 、 やや汚濁 してお り 特に一部の水域では著

し く 汚濁 してい る 。
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湖 沼 . ･ C O D につ いてみ る と 、 環境基準地点については中海 (湖沼類型A~C 相当) 湖山池

(湖沼類型B ~C相当) 東郷池 (湖沼類型B相当) と 、 いずれ も 湖沼類型Aの環境基準

に適合 してい な い。

又、 多鯰 ヶ 池は湖沼類型Aに相当 してい る 。

海 域･ ･ C O D についてみ る と 、 環境基準地点については美保湾 (海域類型A相当) 及び 日 本海沿

岸海域 (海域類型A相当) と も ほぼ清浄な水質を維持 してい る 。

(環境基準適合状況、 環境基準類型については 、 34ペ ー ジ表27 、 36 ペー ジ表28 、 2 18ぺ -

ジ資料22参照)

4 騒 音

騒音については、 金属、 機械、 木材加工工場等か ら発生す る騒音、 土木建長工事に伴 う 騒音及び ク ー

ラ ー等の家庭生活騒音が主要な発生源 と な っ て お り 公害苦情 も 多い。

な お 、 騒音規制については 、 県下 4 市 2 町 1 村について規制地域の指定を行 っ てい る 。

5 振 動

振動については 、 土木 建設工事に伴 う 振動及び大型車走行に伴 う 道路交通振動が主要な発生源で

あ る が 、 公害苦情は少な い。

振動規制については 、 県下 4 市 1 町について規制地域の指定を行 っ て い る 。

6 悪 臭

悪臭については 、 畜産業、 魚腸骨処理場、 パル プ製造業、 塗装工場、 し尿処理施設等が主要な発生

源 と な っ て お り 、 公害苦情 も 多い 。

悪臭規制については 、 県下 4 市24町 4 村について規制地域の指定を行 っ てい る 。

7 地盤沈下

県内の地盤沈下は鳥取市の市街地にみ ら れ る 。

平成 7 年度の測量に よ る と 、 沈下量の最大は鳥取市秋里 (因幡浄苑) で1 . 14 cm/年で 、 市の南部に

行 く に し たが っ て減少 してい る 。

8 そのほかの環境汚染物質

(1 ) 休廃止鉱山の重金属

農用地の汚染原因 と な る物質 と し て 、 農用地の土壌の汚染防止等に関す る 法律では 、 カ ド ウ ム 、

銅、 砒素の 3 物質が定め ら れてい る 。

県内では 、 こ の う ち銅に よ り 汚染 さ れた農用地 と して 、 岩美鉱山下流の小田川流域53 . 4haを農

用地土壌汚染対策地域 と して 、 昭和61年 2 月 指定 し 、 昭和62年度か ら公害防除特別土地改良事業に

着工 し 、 土地改良対象面積114 . 9ha中 、 平成 8 年度 ま でに100 . 7haが終了 した。

(2) 水銀等重金属類の汚染状況

ア 土壌、 農作物調査
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岩美郡岩美町小田川流域の水田 に対 し 、 玄米中の カ ド ゥ ム含有量 ( 4 地点) の凋査を行っ た。

農用地の土壌の汚染防止等に関す る 法律に定め る 農用地土壌汚染対策地域の指定要件 (玄米中

の カ ド ウ ム含有量 1 mg/1g) を上回 る も のはな か っ た。

イ 魚介類調査

内海内湾又は遠洋沖合の魚介類について総水銀の掲査を行 っ たが 、 いずれ も暫定的規制値(0 . 4

mg/ lg) を下回 っ てい る 。

(3) P C B の汚染状況

内海内湾又は遠洋沖合の魚介類について調査を行 っ たが 、 いずれ も 暫定的規制値 (内海内湾- 3

ppm 、 遠洋沖合-0 . 5ppm) を下回 っ て い る 。
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1 第2 章 地球環境問題の概要

1 ｢地球環境問題｣ と は、 一般に 、 次の条件のいずれか 、 又はそ の両方を満たす環境問題と さ れてい

る 。

① 被害、 影響が一国内に と ど ま らず、 国境を越え 、 ひいては地球規模に ま で広が る環境問題。

② 先進国 も 含めた国際的な取組が必要と さ れ る 開発途上国におけ る環境問題。

2 現在 、 こ の よ う な観点か ら地球環境問題と さ れて 、 国連組織であ る ｢気候変動に関す る政府間パネ

ル ( I P C C ) ｣ の第二次評価報告書に よ る も のは 、 次の と お り 。

( 1 ) 地球温暖化

人の活動に よ る二酸化炭素をは じめ と す る温室効果ガス の排出量の増加等に よ っ て 、 地球の温暖

化が起 こ る こ と が予測 さ れてい る 。 予測 シ ナ リ オ に よ れば、 現在の温室効果ガス の排出増加傾向が

続けば、 2100年に気温は 2 ℃前後上昇 し 、 海面は50cm前後上昇す る と予測 さ れてお り 生態系、 食

糧生産をは じ め社会全体に広範かつ深刻な影響を及ぼす恐れがあ る 。

(2) オ ゾ ン層の破壊

特定フ ロ ン等の大気中への放出に伴い 、 成層圏の オ ゾ ン層が破壊さ れ 、 そ の結果 と して生 じ る 有

害紫外線の増大に よ り 、 皮膚ガ ン等の増加な どの健康への影響や動植物の生育阻害等の生態系への

影響が懸念さ れてい る 。

(3) 酸性雨

化石燃料の燃焼等に伴い排出 さ れ る い お う 酸化物、 窒素酸化物等に よ り 、 ヨ ー ロ ッ パ 、 北米等で 、

酸性の強い降雨が観測 さ れ 、 森林、 湖沼等へ被害が生 じてい る 。 東ア ジ ア地域において も 、 い お う

酸化物等の排出量が増加 して お り 酸性雨に よ る影響が懸念さ れてい る 。

(4) 海洋汚染

世界の海洋全般に及ぶ油 、 浮遊性廃棄物、 有害化学物質等に よ る 汚染の進行に よ り 水質の悪化、

海洋生態系への影響が懸念さ れてい る 。

(5 ) 有害廃棄物の越境移動

先進国か ら開発途上国への有害廃棄物の不適正な輸出及びそれに伴 う 環境問題が発生 して い る 。

(6 ) 森林 (特に熱帯雨林) の減少

非伝統的な焼畑移動耕作、 薪材の過剰採取、 農地への転用 、 過放牧、 不適切な商業伐採等に よ り 、

例えば国連食糧農業機関 ( F A O ) の レ ポ ー ト では 、 1981年か ら 1990年の 10年間に熱帯雨林は毎年

1 , 540万ha ( 日 本の約 4 割の面積) が減少 してい る と推測 して い る 。 森林の減少に伴い 、 土壌流出

や野生生物の生息地減少等が生ず る ほ か 、 気候変化等の影響 も 懸念さ れてい る 。

(7) 野生生物種 (生物多様性) の減少

生育地の破壊等に よ る野生生物種の絶滅な ど 、 生物多様性への影響が懸念 さ れてい る 。
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(8) 砂漠化

過放牧や薪の過剰採取に よ り 、 世界各地で砂漠化が進行 してい る 。 1991年の調査に よれば、 全世

界で36億ha (地球の全陸地の約 4 分の 1 ) が砂漠化の影響を受けてい る と さ れて い る 。 食糧生産

への影響や薪炭材の不足に よ り 周辺住民の生活が脅か さ れ る ほ か 、 気候への影響 も 懸念 さ れて い る 。

(9) 開発途上国の公害問題

開発途上国では 、 砂漠化の進行、 森林の減少等 自 然資源の不適切な管理に起因す る環境問題のほ

か 、 工業化、 都市化の進展等に伴い 、 公害問題や生活環境の悪化の問題に も 直面 してお り 国際協

力に よ る解決が要。青 さ れてい る 。
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